
令和７年度事業報告書 

令和７年４月１日から令和８年３月 31日まで 

特定非営利活動法人 YNF 

１ 事業実施の概要 

 令和７年度は、令和６年能登半島地震の被災者支援を引き続き中核事業として実施した。珠洲市からの委託によ

る被災者見守り・相談支援事業では、スタッフの育成が着実に進み、被災者支援制度への理解が深まるとともに、

支援困難者への積極的な関与が評価された。また、建築プロンティアネット北陸とのコンソーシアムによる派遣型

士業相談支援事業では、弁護士と建築士がペアで被災者を訪問し、珠洲市・能登町・輪島市等広域での相談支援を

実施、11月をもって終了した。 

 令和８年１月に新たに開始した「住まいの再建オペレーションセンター設置・運営事業」では、居住支援全国ネ

ットワークの休眠預金助成を受け、福岡にコールセンターを設置してオペレーター２名の採用・研修を行い、将来

的なプッシュ型支援体制の構築に向けた礎を築いた。 

 福岡県久留米市においては、令和５年豪雨被害による被災者支援事業の２年目として、個別相談支援を継続しな

がら、竹野校区・三明寺地区での地区防災活動への伴走支援が大きく展開した。住民とともに実施したアウトリー

チ型の個別避難計画作成は NHK・西日本新聞・久留米市広報誌に取り上げられ、久留米市セーフコミュニティ賞を

竹野校区まちづくり振興会とともに受賞した。令和８年２月には久留米市の後援を得てシンポジウムを開催し、取

り組みの成果を発信した。 

 令和７年８月には九州各地で豪雨被害が発生し、福岡市西区・宮若市・福津市にてアウトリーチによる被災世帯

への個別訪問支援を実施した。 

 防災に関する事業においては、ワンファミリー仙台とのコンソーシアムによる災害ケースマネジメント OJT・

OFFJT研修事業を引き続き実施し、高知県・和歌山県・熊本県等での研修を展開した。また、中央法規出版との三

者契約のもと、災害ケースマネジメントに関する書籍の編集も進めた。令和７年 12月には内閣府・岐阜県共催の

説明会にて代表理事が珠洲市での実践について事例報告を行うなど、講演・研修活動にも随時対応した。 

 

２ 事業の成果 

1 被災者支援事業 

１）被災者見守り・相談支援事業（能登半島地震）（令和７年４月〜令和８年３月） 

 前年度から引き続き、珠洲市役所からの委託により珠洲ささえ愛センターの一部を担い、珠洲市社会福祉協議

会・ピースウィンズ・ジャパン・日本医療ソーシャルワーカー協会等と連携した「ワンチーム」体制のもと、珠洲

市内全域を対象に被災者の見守り・相談支援を継続した。YNFは災害ケースマネジメントの実践主体として、訪問

計画の立案、住まい等に関する相談支援、個別の見守り相談訪問を担った。 

 令和５年の被災高齢者等把握事業以来、同一主体として継続的に関与してきたことにより、蓄積された訪問履

歴・支援ニーズの変遷・専門家との連携履歴を一元的に保持した「情報の一気通貫」を実現しており、これが支援

の質を高める大きな強みとなっている。令和７年度も住まいの意向調査と全市ローラー訪問を繰り返し実施し、

「待つ支援」から「行く支援」への転換を体現した。 

 また、仮設住宅と在宅の支援区分に境界線を設けず双方が一体となって対応する「ワンチーム型運用」により、

被災者の居住地が流動化する中でも状況変化に即応した柔軟な支援体制を維持した。令和７年度はスタッフの育成

が着実に進み、被災者支援制度に対する理解が深まるとともに外部からも高い評価を得た。また、支援合意の形成

が困難な世帯も含め支援困難ケースへの積極的な関与を継続し、被災者一人ひとりの「その人らしい再建」を支え

る伴走型支援を実践した。 

２）能登半島地震における広域連携を見据えた派遣型士業相談支援及び珠洲市における空家調査事業（令和７年

４月〜令和７年 11 月） 

 建築プロンティアネット北陸とのコンソーシアムを継続し、弁護士と建築士がペアで被災者宅を直接訪問する

「派遣型士業相談」を能登町・珠洲市・輪島市・穴水町・中能登町・志賀町など広域で実施した。相談内容は修

繕・り災証明・支援制度・予算・水害・耐震など多岐にわたり、「話して終わり」にしない記録・フォローアップ

体制を重視した。また珠洲市においては空家へのインスペクション調査を行うとともに、復興住宅とまちづくりを

考える検討会も並行して実施した。YNFは事務局として 2名が従事し、弁護士コーディネーターへの外部委託も活



用しながら全国から約 30名の弁護士・建築士の参加を得た。11月をもって本事業は終了した。 

３）住まいの再建オペレーションセンター設置・運営事業（令和８年１月〜令和８年３月） 

 一般社団法人居住支援全国ネットワークの休眠預金助成を受け、令和７年度は事業の本格立ち上げに取り組ん

だ。福岡にコールセンターを設置し、オペレーター２名を採用・研修（現地研修含む）するとともに、珠洲市との

協定締結を完了した。令和７年度は主として体制整備・研修が中心となり、プッシュ型架電による相談支援は次年

度に向けた準備段階とした。本事業は令和９年 11月まで継続予定の複数年事業であり、将来的に被災者の住まい

の再建を遠隔から支援する全国モデルの構築を目指している。 

４）久留米市を中心とした令和５年豪雨被害による被災者支援事業（令和７年４月〜令和８年３月） 

 前年度から引き続き、豪雨被害による被災者への個別相談支援を継続した。在宅被災世帯への訪問支援・公営住

宅避難者への相談支援を実施しながら、竹野校区での地区防災活動への伴走支援が大きく展開した。九州大学杉山

高志研究室と連携し、三明寺・富本地区の全世帯を対象としたアウトリーチ型の個別避難計画作成を実施。令和７

年 4月には要配慮者を対象としたお試し避難訓練を行い、5月には住民・久留米市防災対策課と合同で 70世帯の

一斉訪問を実施した。この取り組みは NHK福岡・西日本新聞・久留米市広報誌に取り上げられ、令和７年 12月に

は久留米市セーフコミュニティ賞を YNFと竹野校区まちづくり振興会が共同受賞した。令和８年 2月 15日には久

留米市後援のもとシンポジウムを開催し、被災者支援と防災をつなぐ地域モデルとして広く発信した。 

５）令和７年８月豪雨に関わる支援活動（令和７年８月〜令和８年１月） 

 令和７年８月に発生した九州各地での豪雨被害を受け、福岡市西区・宮若市・福津市にて被災世帯へのアウトリ

ーチによる個別訪問支援を実施した。福岡市西区では災害救助法が適用されず支援の受け皿がない中、九州大学杉

山研究室・福岡市現業労働組合の協力を得て荷物出し・清掃・軽微な修繕支援を行うとともに、り災証明の再調査

に関する相談支援も実施した。宮若市では断熱材撤去・排水作業を、福津市では応急修理制度の周知・勧奨を行っ

た。各地域で個別訪問を実施し、支援が届きにくい世帯への直接支援を行った。 

６）「おぎのいえ」プロジェクト（令和７年４月〜令和８年３月） 

 前年度から継続し、能登町小木地区に借りた一軒家「おぎのいえ」の運営を継続した。みなし仮設避難者や実家

が被災した者など気軽に奥能登に戻ってこられない方々が無償で宿泊できる拠点として維持した。 

７）その他支援事業 

 随時必要な支援活動を実施した。 

 

2 防災に関する事業 

１）被災地を中心にした災害ケースマネジメントの OJTおよび OFF-JT 研修事業（令和７年４月〜令和８年３月） 

 ワンファミリー仙台とのコンソーシアムを継続し、災害ケースマネジメントの普及・啓発に取り組んだ。弁護

士・学者・建築士・行政・NGO等 6名から構成される「災害ケースマネジメント促進委員会」を令和７年度に 5回

開催し、支援のゴールや局所災害への対応・担い手育成など実践的な課題について議論を深めた。また中央法規出

版との三者契約のもと、災害ケースマネジメントに関する書籍の編集委員会を複数回開催し、令和８年８月の発行

を目指して制作を進めた。研修活動としては、高知市・高知県・和歌山県での OFFJT研修、熊本での OJT研修を実

施した。本事業は次年度も継続する。 

２）講演・研修活動（随時） 

 オンライン・リアルでの依頼に随時対応した。令和７年 12月 23日には内閣府・岐阜県共催「災害ケースマネジ

メントに関する地方公共団体及び関係民間団体向け説明会」において、代表理事江﨑太郎が「珠洲市における災害

ケースマネジメントの実践について」と題した事例報告を行った。 

 

３ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

 

定款の事業

名 
事 業 内 容 実施日時 実施場所 従事者

の人数 

受益対象者

の範囲及び

人数 
事業費の決算額(円) 



被災者支援事業 

被災者支援

事業 

被災者見守り・相談支援

事業 
令和７年４月～

令和８年３月 石川県珠洲市 12名 
珠洲市内 

全域 
63,910,844 

能登半島地震における広

域連携を見据えた派遣型

士業相談支援及び珠洲市

における空家調査事業 

令和７年４月～

令和７年 11月 
石川県能登町

ほか 4名 
不特定 
多数 17,235,537 

住まいの再建オペレーシ

ョンセンター設置・運営

事業 

令和７年１月～

令和８年３月 福岡県福岡市 2名 
不特定 
多数 1,204,240 

久留米市を中心とした令

和５年豪雨被害による被

災者支援事業 

令和７年４月～

令和８年３月 
福岡県久留米

市 
3名 約 100世帯 2,868,021 

令和７年８月豪雨に関わ

る支援活動 
令和７年８月～

令和８年１月 

福岡市西区・

熊本市・宮若

市・福津市 
2名 約 150世帯 791,944 

「おぎのいえ」プロジェ

クト 
令和７年４月～

令和８年３月 
石川県能登町 1名 

不特定 
多数 

— 

その他支援事業 随時 各地 1名 
不特定 
多数 1,666,088 

防災に関する事業 

防災に関す

る事業 

被災地を中心にした災害

ケースマネジメントの

OJTおよび OFF-JT研修事

業 

令和７年４月～

令和８年３月 

高知県・和歌

山県・熊本県

ほか 
3名 

不特定 
多数 

1,544,562 

講演・研修活動 随時 各地 2名 
不特定 
多数 

722,145 

まちづくり

事業 実施なし 

ICT推進事

業 
実施なし 

雇用機会の

拡充を支援

する事業 
実施なし 

その他の事

業 
実施なし 

 



法人名：

年 4 月 1 日 ～ 年 3 月 31 日

1.

2.

3.

4.

5.

1.

　

　

2.

交際費 291,962

会議費 1,788

車両費 69,490

水道光熱費 822,151

備品購入費 20,640

事業自己負担金 180,000

保険料 99,139

支払報酬料 132,000

租税公課 1,453,300

車両費 272,814

旅費交通費 287,713

通信運搬費 99,980

賃借料 8,976,000

地代家賃 3,305,400

管理費

支払手数料 165,767

25,580,034

79,940,233

事業収益

委託事業収益 79,940,233

活動計算書
2025 2026 まで

受取会費

(単位：円)

科　　目 金　　額

Ⅰ 経常収益

特定非営利活動法人YNF

正会員受取会費 15,000

受取公的助成金 0

賛助会員受取会費 10,000 25,000

受取助成金等

受取寄付金 2,905,765 2,905,765

受取寄付金

雑収益 0 705,275

　　経常収益計 109,156,307

その他収益

講演等謝金 659,804

受取利息 45,471

受取民間助成金 25,580,034

（1）人件費

Ⅱ 経常費用

事業費

人件費計 41,585,324

（2）その他経費

給料手当 35,661,467

法定福利費 5,923,857

業務委託費 4,027,500

印刷製本費 307,772

謝金 9,612,500

会議費 240,364

消耗品費 598,334

旅費交通費 17,033,842

通信運搬費 1,313,858

89,943,381

人件費計 485,381

福利厚生費 157,504

（2）その他経費

事業費計

法定福利費 89,711

（1）人件費

その他経費計 48,358,057

給料手当 395,670



 

 

 

水道光熱費 59,300

修繕費 55,646

0 0

0 0 0

諸会費

消耗品費 179,207

Ⅳ 経常外費用

　　　　　　経常外収益計

減価償却費 468,527

地代家賃 994,100

保険料 389,750

支払手数料

支援物資購入費

法人税、住民税及び事業税 2,861,957 2,861,957

　　　　　　経常外費用計 0

管理費計 5,677,199

税引前当期正味財産増減額 13,535,727

Ⅲ 経常外収益

　　経常費用計 95,620,580

租税公課 4,280

7,000

795

備品購入費 201,200

697,252

支払報酬料 1,023,000

当期正味財産増減額 10,673,770

前期繰越正味財産額 27,927,282

次期繰越正味財産額 38,601,052

5,191,818

雑収入

雑損失

その他経費計



法人名：

　 　 年 3 月 31 　 　 　

1.

2.

1.

2.

長期前払費用 66,880

未収入金 2,180,076

未払費用

工具器具備品 0

有形固定資産計 2

固定資産

(単位：円)

科　　目 金　　額

Ⅰ 資産の部

流動資産合計 52,957,573

特定非営利活動法人YNF

貸借対照表
　 2026 日現在 　

仮払金 4,726

流動資産

現金預金 50,538,770

前払費用 234,001

（1）有形固定資産

車両運搬具 2

無形固定資産計 0

（3）投資その他の資産

（2）無形固定資産

ソフトウエア 0

固定資産合計 66,882

資産合計 53,024,455

投資その他の資産計 66,880

Ⅱ 負債の部

流動負債

前受金 2,937,266

未払金 7,310,780

未払法人税等 2,855,000

預り金 90,278

未払消費税等 844,200

法人クレジットカード 385,879

固定負債

流動負債合計 14,423,403

当期正味財産増減額 10,673,770

正味財産合計 38,601,052

負債及び正味財産合計 53,024,455

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産 27,927,282

固定負債合計 0

負債合計 14,423,403



法人名：

　 　 年 3 月 31 　 　 　

2.

1.

2.

1,000

車両（ハイエース、ハイゼット）

長期前払費用（人事労務freee）

2

66,880

220

　4月分おぎのいえ賃料 84,400

　freee会計（4月～7月分）

38,037

18,084

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

投資その他の資産

　4月分福岡事務所賃料

52,957,573

特定非営利活動法人YNF

財産目録
　 2026 日現在 　

(単位：円)

科　　目　・　摘　　要 金　　額

Ⅰ 資産の部

現金 30,000

GMOあおぞら銀行 0

西日本シティ銀行 16,352,171

6,600

329,655

　委託事業追加請求分 1,544,941

　寄付金 178,468

　

　zooｍ利用料

　4月分事務所駐車場代 6,000

　4月分福岡事務所賃料引落手数料

　4月分社用車駐車場代引落手数料

前払費用

72,000

　4月分久留米倉庫利用料 8,000

　4月分社用車駐車場代

660

　交通費仮払分 4,726

仮払金

3,585,436

　正会員会費

　交通費立替金 35,012

　講師料 91,000

PayPay銀行

PayPay銀行 2,073,831

PayPay銀行 23,644,963

ゆうちょ銀行 4,852,369

未収入金

　受取民間助成金

資産合計 53,024,455

流動負債

Ⅱ 負債の部

固定資産合計

流動負債合計 14,423,403

66,882

未払金（3月分給与、経費、税理士報酬） 7,310,780

未払消費税等 844,200

未払法人税等 2,855,000

預り金（社会保険料、源泉所得税） 90,278

前受金（受取民間助成金）

法人クレジットカード（3月分経費） 385,879

負債合計 14,423,403

正味財産 38,601,052

固定負債

固定負債合計 0

2,937,266



1．

　　

（1）

（3）

（4）

2．

被災者見守り・相談
支援事業

久留米市を中心とした令
和５年豪雨被害による被

災者支援事業

能登半島地震における広域連携
を見据えた派遣型士業相談支援
及び珠洲市における空家調査事

業

住まいの再建オペ
レーションセンター設

置・運営事業
令和7年8月豪雨 その他支援事業

被災地を中心にした災
害ケースマネジメントの
OJTおよびOFF-JT研修

事業

講演・研修活動 合計 管理部門 総合計

Ⅰ

1. 0 25,000 25,000

2. 196,675 576,144 2,132,946 2,905,765 2,905,765

3. 3,262,186 18,437,381 1,411,389 679,299 △ 7,790 1,797,569 25,580,034 25,580,034

4. 79,029,733 910,500 79,940,233 79,940,233

5. 659,804 659,804 45,471 705,275

79,029,733 3,458,861 18,437,381 1,411,389 1,255,443 2,125,156 1,797,569 1,570,304 109,085,836 70,471 109,156,307

Ⅱ

（1）

給与手当 33,064,106 936,536 3,483 584,169 399,724 626,722 46,727 35,661,467 395,670 36,057,137

5,208,779 137,372 9 118,199 61,311 288,692 102,640 6,855 5,923,857 89,711 6,013,568

38,272,885 1,073,908 3,492 702,368 461,035 288,692 729,362 53,582 41,585,324 485,381 42,070,705

（2）

福利厚生費 0 157,504 157,504

業務委託費 200,000 3,827,500 4,027,500 4,027,500

謝金 100,000 290,000 9,222,500 9,612,500 9,612,500

印刷製本費 40 119,092 132,000 48,400 5,750 2,490 307,772 307,772

会議費 5,268 206,474 4,973 23,649 240,364 1,788 242,152

交際費 0 291,962 291,962

旅費交通費 10,910,019 404,583 3,805,553 292,764 205,032 782,691 633,200 17,033,842 287,713 17,321,555

車両費 69,490 69,490 272,814 342,304

通信運搬費 1,177,590 115,117 3,040 17,351 110 430 220 1,313,858 99,980 1,413,838

消耗品費 322,260 129,392 3,630 120,017 17,095 5,940 598,334 179,207 777,541

修繕費 0 55,646 55,646

水道光熱費 484,990 337,161 822,151 59,300 881,451

地代家賃 2,220,000 72,600 1,012,800 3,305,400 994,100 4,299,500

賃借料 8,976,000 7,365 8,983,365 8,983,365

保険料 81,429 17,710 99,139 389,750 488,889

租税公課 1,436,747 16,553 1,453,300 4,280 1,457,580

支払手数料 5,045 23,050 119,087 10,340 880 158,402 697,252 855,654

支払報酬料 132,000 132,000 1,023,000 1,155,000

備品購入費 20,640 20,640 201,200 221,840

事業自己負担金 180,000 180,000 180,000

支援物資購入費 0 795 795

諸会費 0 7,000 7,000

減価償却費 0 468,527 468,527

25,637,959 1,794,113 17,232,045 501,872 330,909 1,377,396 815,200 668,563 48,358,057 5,191,818 53,549,875

63,910,844 2,868,021 17,235,537 1,204,240 791,944 1,666,088 1,544,562 722,145 89,943,381 5,677,199 95,620,580

15,118,889 590,840 1,201,844 207,149 463,499 459,068 253,007 848,159 19,142,455 △ 5,606,728 13,535,727

事業別損益の状況

財務諸表の注記

重要な会計方針
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（２０１０年７月２０日　２０１１年１１月２０日一部改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。
施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。また計上額の算定方法は「３．施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

ボランティアによる役務の提供
ボランティアによる役務の提供は、「４．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳」として注記しています。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

人件費

事業別損益の状況は以下の通りです。

科　　目

経常収益
受取会費

受取寄付金

受取助成金等

事業収益

その他収益

　　経常収益計

経常費用

その他経費計

　　経常費用計

　　　当期経常増減額

法定福利費

人件費計

その他経費



3．

金　　額

4．

金　　額

5.

期首残高 当期受入額 当期減少額 期末残高

3,075,127 2,468,698 3,469,994 2,073,831

0 3,984,912 399,476 3,585,436

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0
0 6,453,610 3,869,470 5,659,267

6．

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

　 1,280,400 1,280,400 △ 1,280,399 1

　 597,000 597,000 △ 596,999 1

　

　 0 0

　 0 0

合　　計 1,877,400 0 0 1,877,400 △ 1,877,398 2

7．

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

0 0 0 0

8．

財務諸表に計上
された金額

内役員及び近親
者との取引

0 0

施設の提供等の物的サービスの受入れの内訳

施設の提供等の物的サービスの受入れの状況は以下の通りです。

(単位：円)

内　　容 算　　定　　根　　拠

内　　容 備考

活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳

活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の状況は以下の通りです。

(単位：円)

内　　容 算　　定　　根　　拠

使途等が制約された寄付等の内訳
使途等が制約された寄付等の内訳は以下の通りです。当法人の正味財産は（38,601,052）円、使途の制約されていない正味財産は
（32,941,785）円です

(単位：円)

一般社団法人 佐賀災害支援プラットフォーム 事業期間：2024年3月～2026年2月

一般社団法人 居住支援全国ネットワーク 事業期間：2026年1月～2027年12月

固定資産の増減は以下の通りです。

合　　計

固定資産の増減内訳

科　　目

(単位：円)

科　　目

有形固定資産

車両運搬費（ハイエース）

無形固定資産

ソフトウエア

投資その他の資産

Ｃ基金事業用預金

借入金の増減内訳

借入金の増減は以下の通りです。

(単位：円)

車両運搬費（ハイゼット）

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。
(単位：円)

科　目


